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① 名古屋市保健所

管 轄 １市
政令指定都市 16区 保健センター

人 口 約230万

高齢化率 24%

出生数 約19,000/年

小慢申請数 新規 344人 継続 1,367人/年

人口呼吸器使用児数 19人

H29年度時点

アンケート調査
でニーズに基づ
いた交流会・講

演会

H27年度に小慢受給者アンケートを実施

講演会・交流会を、本庁にて全市対象に実施
H28年度 年３回、H29年度以 年４回開催



名古屋
市

保健所



② 豊橋市保健所

管 轄 １市
中核市

人 口 約37万

高齢化率 24.9%

出生数 約3,000/年

小慢申請数 新規 56人 継続 256人/年

人口呼吸器使用児数 10人

H29年度時点

H27～小慢児童
等支援協議会
での課題共有

から支援を展開

小児在宅医療推進多職種連携研修会   H30年度～

【内 容】事例検討、講演、グループワーク、交流会・情報交換会

【参加職種】医師、歯科医師、訪問看護師、保健師、薬剤師、理学
療法士、ヘルパー、歯科衛生士、医療ソーシャルワー
カー、相談支援員、患者会、行政等

⇒役割の明確化、顔の見える連携、SNSネットワーク等連携方法の確認



小児慢性特定疾病児や家族への支援

講演会・家族のつどい H28年度～

テーマ 「みんなの思い、みんなの工夫」

内容：家族の心得、母の気持ちと入園入学
時の工夫・就職や結婚、災害への備
えと薬の管理、ピアとのつどいなど

★２医療圏３保健所と連携 ： 各保健所
のつどいに全域から参加可能とし、
広域的に交流の機会をつくる

小児慢性特定疾病事業のご案内

小慢児の
6割が通
院する市
民病院小
児科部長
を講師や
アドバイ
ザーに

【内容】小慢事業案
内、つどい、日常生
活で困った時の各
種、障害福祉サー
ビス、経済助成、就
労支援、防災対策、
防災時の薬の管理、
患者・家族会など

新規申請者に配
布し不安の軽減

障害児看護支援事業 H30年度～

小慢協議会で課題となった医ケア児の看
護体制について障害福祉課に働きかけ

【実施主体】障害福祉課
【概要】保育園、学校等に通う医療的ケア児に

看護師が保育園等を訪問してケアを実施
し、保護者等の負担の軽減を図る

豊橋市保健所



③ 愛知県衣浦東部保健所

管 轄 6市
碧南市、刈谷市、安城市、知立市、
高浜市、みよし市

人 口 約59万

高齢化率 20.1%

出生数 約5,500/年

小慢申請数 新規 93人 継続 374人/年

人口呼吸器使用児数 11人

H29年度時点

小慢申請時の
アンケート・面談
によりニーズを
把握し支援へ

・アンケートをface to faceで保健師が回収し、困りご
とや医療的ケアの有無、児のADL等を確認

・状況に応じて相談～家庭訪問等の支援へ

・所内事例検討会（1回/月）で保健師の学びや人材育成

きぬうらとうぶ



・訪問看護を活用した市を紹介し、看護師配置の検討を各市に依頼
・配置を決めた事例について、応援ミーティングを開催
⇒看護移行期間の設置。医師の指示書の様式を看護師と見直し市に提案

学校看護師配
置と､配置後の
医療機関連携



保健師への相談、歯科衛生士等との同行訪問 ～ 訪問歯科の導入など

愛知県衣浦東部保健所



応援ミーティング（本人・保護者参加型ケース会議）の開催
【目 的】

 本人やきょうだい、保護者を中心に
支援関係者が集い、安心して学校等
で生活できるよう応援する。

 災害時の備えを含め対策を検討する。

【方 法】

 学校等で開催 : 主治医始め保健医療福祉教育関係者が集う。本人や家族の
想いを学校組織全体で理解できるよう、希望する教職員全員が参加する。

 医療機器や家庭環境を実際に確認するため、自宅に関係者や防災担当者が集
まり、災害対策について検討する。

【成 果】

 関係者の病気の理解、役割と連携の理解、本人や家族と関係者の安心

 緊急時対応の確認～医療機関連携が取りやすくなる

 校長先生「待っているね」と前向きな声掛け

本人「皆が病気や学校生活のことを考えてくれて嬉しかった」

 保健所理解：事例検討会や学校災害マニュアル会議に参加依頼等､連携促進

関係者から大切にされ
ているという安心感

＜参加者例＞

愛知県衣浦東部保健所


